








要約:よりよい遺伝相談システム確立を目的とし,関東在住の非医療従事者(了解の得られ

た外来患者/家族,某施設通園中の児の家族と職員,某製薬会社社員,医学部女子学生 2～4

年，看護学校学生)を対象にアンケート調査を実施し,593 名より回答を得た。遺伝相談と

いう語の見聞経験の無い者が 64%であったが,遺伝に関する何らかの心配を抱いた事のあ

る者は全体で 41%,患者家族では 58%であった。遺伝子診断を駆使した遺伝相談実施が是非

必要～必要と答たのが 76%,わからないが 20%,行うべきでないが 2%であった。遺伝相談実

施施設としては,身近な施設と,大学・専門病院の両者に窓口があることの必要性が伺われ

た。また実施回数は2～5回,本人が納得するまで,一回の所要時間は 0.5～1 時間が適切と

の回答者が多かった。費用は,公的補助が必要とする意見が圧倒的に多かったが,この際秘

密が守られる事を切望する意見があった。遺伝相談内容には,男女産み分け,養子縁組は要

求しない者が多かったが,遺伝子診断・出生前診断は必要と答た者が 57%であった。自由

な意見を求める欄には,患者家族から母親学級と同様結婚時に遺伝の講習をすべきである

という積極的意見から,遺伝子診断を含む遺伝相談が必要であるとしながらも最低必要限

度に留め,人工流産を可及的に避ける形での解決策を求める意見,営業レベルでの出生前前

診断,人工授精普及を懸念する意見が認められた。


